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業績予想の修正ならびに修正理由（不正取引）に関するお知らせ 
 

 

最近の業績の動向等を踏まえ、平成17年5月18日に公表した平成18年3月期通期の業績予想を下記のとおり

修正いたします。 

 なお、平成18年3月期決算短信は、5月17日に公表予定であります。 
 

記 
 

１．平成18年3月期通期業績予想数値の修正（平成17年4月1日 ～ 平成18年3月31日） 
                                                         （単位：百万円、％） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

前回発表予想（Ａ） 

（平成１７年５月１８日発表） 
３２，０００ ７００ ５０ 

今回修正予想（Ｂ） ２９，５００ ７００ △ ８０ 

増減額（Ｂ－Ａ） △ ２，５００ － △ １３０ 

増減率 △ ７．８％ － － 

前期（平成１７年 ３月期）実績 ３０，３２９ ５２０ ３０３ 

 

 

２．平成18年3月期連結通期業績予想数値の修正（平成17年4月1日 ～ 平成18年3月31日） 
                                                         （単位：百万円、％） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

前回発表予想（Ａ） 

（平成１７年５月１８日発表） 
３２，９００ ７２０ ６０ 

今回修正予想（Ｂ） ３０，８００ ７００ △ １２０ 

増減額（Ｂ－Ａ） △ ２，１００ △ ２０ △ １８０ 

増減率 △ ６．４％ △ ２．８％ － 

前期（平成１７年 ３月期）実績 ３０，９４４ ５６９ ３１７ 

 

 



３．理由 

 

（１） 個別業績予想の修正理由 

 

景気の回復を背景とした業績の改善により、企業の情報化投資需要は回復・拡大傾向にあります。しか

しながら、投資案件の低価格化・小型化傾向は依然として継続しており、当業界は引き続き厳しい経営環

境に置かれております。 

このような状況下、当社は受注確保に最優先で取り組むとともに、プロジェクト管理徹底のための諸施

策を実施し、納期遵守、品質・生産性の向上、原価低減に努めましたものの、厳しい価格競争、顧客都合

による検収のずれ込み、新規事業の伸び悩み等の影響により、売上高は前回発表予想数値を下回る見

込みとなりました。一方、案件の選別受注、プロジェクト管理の徹底に努めた結果、経常利益は前回発表

予想数値を達成できる見込みであります。 

しかしながら、期末決算作業の過程において一社員による不正取引が発覚したため、現在まだ調査継

続中ではありますが、該当案件の計上を取り消し、その影響額３億５６百万円を貸倒引当金繰入額として

特別損失に一括計上する見込みとなりました。この結果、誠に遺憾ながら、当期純利益につきましては、

前回発表予想数値を下回り、かつ、赤字計上を余儀なくされる結果となりました。なお、今後全容解明に

向けての調査により特別損失が変動する可能性がありますが、明らかになり次第直ちに公表させていた

だく予定であります。 

 

 （２） 連結業績予想の修正理由 

 

個別業績予想の修正理由と同様であります。 

 

４． 業績の改善に関して 

 

当社は、新規事業の立上・加速、既存事業の再構築を企図し、本年4月１日付で事業推進体制を強化

いたしました。具体的には、昨年１０月１日付で新設した新規事業プロジェクトを統括するとともに、今後

の新規事業の企画・立案をおこなう組織として事業開発推進本部を設置しました。また、ソフトウエア受

託開発事業の体制強化･効率化のため、システム事業本部をソリューション事業本部ならびにＩＴサービ

ス事業本部に分離統合しました。 

今後は、採算性を考慮しつつ受注確保に全力を尽くすとともに、プロジェクト管理の諸施策を継続的に

実施し、当社ならびにグループ全体で業績向上に取り組んでまいります。 

 

５．不正取引の概要と今後の対応 

 

（１） 今回の不正取引は、当社売掛金の一部回収が遅延する中で、取引先に対する債権確認をする過程で

発覚したものでありますが、既存取引先との通常取引の中に、当社社員が証憑類を偽造した架空機器

販売取引を混在させて不正を働いたものであります。即ち、仕入れ支払い資金が詐取され、売掛金の入

金がないという構図となります。当社会計監査人の指導の下に、当該取引を取り消し、当該社員に対す

る損害賠償請求権に基づき、「未収入金」を一旦計上し、期末に「貸倒引当金繰入額」として特別損失に

一括計上いたしました。当該不正取引は当期中間期の案件を含みます（注）が、全て当期中に計上され

たものであり、中間決算の修正は行わず期末一括計上により通期決算に反映させております。 

  （注）現調査時点における中間期の影響額は、売上高135百万円、売上総利益18百万円となっております。 

 

（２） 当社では、今回の不正取引の全容解明を至急進めるとともに、今後の再発防止に向け、社長を委員長

とする対策検討委員会を設置いたしました。当委員会において速やかに対策を立案し、社内に周知徹

底した上で確実に運用し、今後二度とこのような事態が発生しないよう努めてまいります。 

 

以 上  

 

 

＜業績予想に関する注意事項＞ 

上記業績予想は、現時点で入手可能な情報に基づいて算出しており、実際の業績は、今後様々な要因により

異なる場合があることにご留意ください。 


